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【 事 業 報 告 】
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会社の新株予約権等に関する事項

（1）当事業年度末日における当社役員が有する新株予約権の状況

（2）当事業年度中に当社使用人等に交付した新株予約権の内容等

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項

新株予約権の数 目的となる株式の数 保有者数
取締役
（社外取締役を除く） 0個 0株 0名

監査役
（非常勤監査役を除く） 0個 0株 0名

2014年7月30日開催の取締役会決議による新株予約権
（井関農機株式会社新株予約権2014年）
●…新株予約権の払込金額
1株あたり2,290円
（注）2017年7月1日付にて実施した株式併合（10株を1株に併合）に伴い、払込金額は1株あたり2,061円増加しています。
●…新株予約権の行使価額
1株あたり10円
（注）2017年7月1日付にて実施した株式併合（10株を1株に併合）に伴い、行使価額は1株あたり9円増加しています。
●…新株予約権の行使期間
2014年8月26日～2039年8月25日

●…新株予約権の行使条件
新株予約権者は、割当日後3年間は新株予約権を行使することができません。
ただし、任期満了による退任または定年による退職により当社の取締役、監査役、執行役員および理事のいずれの
地位も喪失した場合は、当該地位喪失の日の翌日から新株予約権を行使することができます。
その他の条件については当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによります。

●…当社役員の保有状況

該当事項はありません。

該当事項はありません。
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EY新日本有限責任監査法人
（1）会計監査人の名称

責任限定契約は締結しておりません。
（2）責任限定契約の内容の概要

❶	当社の会計監査人としての報酬等の額
…　79百万円
❷	当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額
…　79百万円

（3）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出根拠などが適正であ
るかどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

（4）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

該当事項はありません。
（5）会計監査人が行った非監査業務の内容

当社の重要な子会社のなかには、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこの資格に相
当する資格を有する者を含む）の監査を受けている海外の子会社があります。

（6）当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の当社の子会社の計算書類監査の状況

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要性があると判断した場合は、株主総会に提出
する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、会計監査人が会社法第340条第1項
各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。

（7）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会計監査人の状況

（注）…当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の額を区分しておらず、実質的にも
区分できないため、上記金額はこれらの合計額で記載しております。
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【 連 結 計 算 書 類 】
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株　主　資　本 その他の包括利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

当 期 首 残 高 23,344 13,139 21,131 △     591 57,023 482 8
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △… … …686 △… … …686
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 29 29

自 己 株 式 の 取 得 △… … …… … 0 △… … …… … 0
自 己 株 式 の 処 分 1 1
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額) 1,012 △… … …… … 7

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △     657 0 △     656 1,012 △         7
当 期 末 残 高 23,344 13,139 20,474 △     590 56,367 1,495 △         0

その他の包括利益累計額
新株
予約権

非支配
株主持分 純資産合計土地再評価

差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 8,835 1,142 510 10,978 12 4,330 72,345
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △… … …686
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 29

自 己 株 式 の 取 得 △… … …… … 0
自 己 株 式 の 処 分 1
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額) ― 672 299 1,977 ― 549 2,526

当 期 変 動 額 合 計 ― 672 299 1,977 ― 549 1,870
当 期 末 残 高 8,835 1,814 810 12,955 12 4,879 74,215

連結株主資本等変動計算書（2023年1月1日から2023年12月31日まで）  （単位：百万円）
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連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数　20社
（主要な連結子会社の名称）
㈱井関松山製造所、㈱井関熊本製造所、㈱井関新潟製造所、
㈱ヰセキ北海道、㈱ヰセキ東北、㈱ヰセキ関東甲信越、㈱ヰセキ関西中部、㈱ヰセキ中四国、㈱ヰセキ九州、
ISEKI…France…S.A.S、Iseki-Maschinen…GmbH、PT井関インドネシア

（2）主要な非連結子会社の名称等
ISEKI…Europe…GmbH、Premium…Turf-Care…Ltd.
…非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも
連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用会社の数　1社

東風井関農業機械有限公司
（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の主要な会社の名称等
ISEKI…Europe…GmbH、Premium…Turf-Care…Ltd.
…持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等が連結計算書類に及ぼす影響
が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
満期保有目的の債券・・・・・・償却原価法
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの・・・連結決算末日の市場価格等に基づく時価法
… （…評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主とし

て移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等・・・・・・・・・主として移動平均法による原価法
②デリバティブ・・・・・・・・・・時価法
③棚卸資産・・・・・・・・・・・主として総平均法による原価法
… （…貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。
③リース資産
…所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
…債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
②賞与引当金
…従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。
③役員退職慰労引当金
一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上しております。
④役員株式給付引当金
役員に対する信託を用いた業績連動型株式報酬制度に基づく負担見込額を計上しております。
⑤工事損失引当金
…受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末未完成工事のうち、損失の発生が見込まれ、
かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について損失見込額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
・退職給付見込額の期間帰属方法
…退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
…数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により按分した額を、
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。過去勤務費用については、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間の年数による定額法により費用処理しております。

・小規模企業における簡便法の採用
…一部の連結子会社は退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給
額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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（5）重要な収益及び費用の計上基準
…当社グループの主要な事業である農業関連事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常
の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。
①商品、製品の販売及び修理サービス等
…農業用機械等の販売及び修理サービス等の提供においては、顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した時
点で履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
…なお、商品及び製品の国内販売において、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転される時まで
の期間が通常の期間である場合には代替的な取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。
…また、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商
品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。
②工事契約
…工事契約等の請負業務においては、期間がごく短い場合を除き、一定の期間にわたり履行義務が充足され
ると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、期末日に
おける見積総原価に対する実際原価の割合によるインプット法に基づいて行っております。

（6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
…外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。なお、在外子会社等の資産及び負債ならびに収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は「純資産の部」における「為替換算調整勘定」及び「非支配株主持分」に含めて計上しております。

（7）重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法
…繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理
を行っております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ　ッ　ジ　手　段 ヘ　ッ　ジ　対　象
為替予約取引 外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引

③ヘッジ方針
…為替変動リスクをヘッジする為に、為替予約取引を行っております。なお、輸出入業務を行う上で発生する外貨
建取引に対する為替変動リスクに関しては、輸出為替と輸入為替のバランスを取ること、又、借入金の金利変
動リスクに関しては、主として金利負担の平準化を目的に変動金利借入金に対してヘッジする方針であります。

（8）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、㈱井関松山製造所ほか19社の決算日は12月31日であります。

（9）その他の連結計算書類作成のための重要な事項
当社及び一部の国内連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。
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会計方針の変更に関する注記
1．時価の算定に関する会計基準の適用指針
…「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年6月17日。以下「時価算定会計
基準適用指針」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定基準適用指針第27-2項に定める経過的
な取り扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとして
おります。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

表示方法の変更に関する注記
1．連結損益計算書
…前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めておりました「シンジケートローン手数料」（前連結会計年
度127百万円）については、重要性が高まったため、当連結会計年度においては区分掲記しております。

会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産… 84,553百万円
無形固定資産… 2,489百万円
減損損失… 68百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
…当社グループは、事業用資産については継続的に収支の把握がなされている単位を基礎として資産のグルーピ
ングを行っております。また、遊休資産及び賃貸用資産については個々の物件ごとにグルーピングをしておりま
す。減損の兆候がある資産グループについては、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フロー
が帳簿価額を下回る場合には減損損失を認識しております。
…なお、当連結会計年度において、一部の連結子会社が保有する遊休資産については、今後の使用見込みがな
く、土地の市場価格が下落しているため減損損失を認識しております。また、当社および一部の連結子会社が
保有する事業用資産グループについては、土地の時価下落等による減損の兆候を把握しております。また、株
式会社井関松山製造所等一部の連結子会社については業績の悪化による減損の兆候を把握しております。こ
のため、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較した結果、割
引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を上回るため、減損損失の認識は不要と判断しております。
②主要な仮定
…事業用資産の割引前将来キャッシュ・フローの算出における主要な仮定は、プロジェクトZの施策を反映した計
画値の基礎となる市場環境や需要などの予測に基づいた事業ごとの売上高及び営業利益であります。
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③翌年度の連結財務諸表に与える影響
…減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定にあたっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場環境
の変化など、その見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、当社グループの財政状態及び経営成
績に影響を及ぼす可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産… … … … …1,095百万円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法
…当社グループは、繰延税金資産の回収可能性について、将来の合理的な見積り可能期間における市場環境や
需要などの予測に基づいた事業計画による課税所得の見積り額を限度として、当該期間における一時差異等
のスケジューリング結果に基づき判断しております。
②主要な仮定
…課税所得の見積りにおける主要な仮定は、プロジェクトZの施策を反映した計画値の基礎となる市場環境や需
要などの予測に基づいた事業ごとの売上高及び営業利益であります。
③翌年度の連結計算書類に与える影響
…課税所得の見積りにあたっては慎重に検討しておりますが、事業計画や市場環境の変化など、その見積りの前
提とした条件や仮定に変更が生じた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ
ります。

追加情報
（取締役及び執行役員に対する株式報酬制度）
当社は、2022年3月30日開催の第98期定時株主総会の承認を受け、当社取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）
を対象に、また、同様に執行役員に対し、信託を用いた業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導
入しております。
本制度は、取締役及び執行役員の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役及び執行役
員が株価変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献
する意識を高めることを目的としております。
（1）取引の概要

…本制度は、当社が設定し金銭を拠出する信託（以下「本信託」という。）が当社株式を取得し、当社が当該
取締役及び執行役員に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて当該取締役及び執行
役員に対して交付される、という株式報酬制度です。
…なお、本制度に基づく当連結会計年度の負担見込額については、役員株式給付引当金として計上しておりま
す。
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（2）信託に残存する自社の株式
…信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己
株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度310百万円、
254,700株であります。

（法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理）
当社及び一部の国内連結子会社は、当連結会計年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グルー
プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年8月12日）に従
って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産減価償却累計額 115,174 百万円
２．担保に供している資産及び担保に係る債務
担 保 に 供 し て い る 資 産
建 物 及 び 構 築 物 1,141百万円
土 地 2,202百万円

計 3,343百万円
担 保 に 係 る 債 務
短 期 借 入 金 1,690百万円
１年内返済予定の長期借入金 719百万円
長 期 借 入 金 928百万円

計 3,337百万円
３．保 証 債 務 4,912百万円
４．受 取 手 形 割 引 高 0百万円
５．受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 16百万円
6．顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高
受 取 手 形 3,362百万円
売 掛 金 23,475百万円
契 約 資 産 78百万円

７．流動負債「その他」のうち、契約負債の残高 283百万円
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８．事 業 用 土 地 の 再 評 価
当社において、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（2001年3月31日公布法律第19号）に基づき、
事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部（固
定負債）に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　・再評価の方法・・・・・・・・…土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令…第119号）第2

条第3号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出
　・再評価を行った年月日　・・・2001年3月31日
　・再評価を行った土地の期末時価と再評価後の帳簿価額との差額
… △7,295百万円

９．期 末 日 満 期 手 形 等
期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が期末残高に含まれておりま
す。
受 取 手 形 101百万円
支 払 手 形 372百万円
電 子 記 録 債 務 2,053百万円
その他（設備関係支払手形） 1百万円
その他（営業外電子記録債務） 102百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首の株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
の株式数（株）

（発行済株式）
普 通 株 式 22,984,993 ― ― 22,984,993

（自己株式）
普 通 株 式 368,346 413 1,100 367,659

（注1）…自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。自己株式の株式数の減少は、役員向け株式交付信託によ
る自社の株式の交付による減少であります。
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２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の
種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たりの
配当額（円） 基準日 効力発生日

2023年３月30日
定時株主総会

普通
株式 686 30.00 2022年12月31日 2023年３月31日

（注1）…配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金７百万円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
（百万円）

１株当たりの
配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年3月28日
定時株主総会

普通
株式

利益
剰余金 686 30.00 2023年12月31日 2024年3月29日

（注1）…配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金7百万円が含まれております。
３．…当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及
び数
普通株式　5,600株

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

…当社グループは、事業活動の維持拡大に必要な資金については銀行等金融機関からの借入や社債発行にて調
達しており、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は内部管理規程
に従い実需の範囲で行うこととし、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
…受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、相手先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、定期
的に信用状況を把握することによりリスク低減を図っております。
…外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての営業債務とネットしたポ
ジションについて先物為替予約を利用してヘッジしております。
投資有価証券は主として株式であり、定期的に時価の把握を行っております。
…借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、流動性のリスクに晒されておりますが、適時に資金繰計
画を作成・更新する等の方法により管理しております。
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（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
…金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された金額が含
まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する
ことにより、当該価格が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。なお、
市場価格のない株式等は次表には含めておりません（(注２)をご参照ください）。また、「現金及び預金」「受取手形」「売
掛金」「支払手形及び買掛金」「電子記録債務」「短期借入金」については、現金であること、及び短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
…計上額（※） 時　価（※） 差　額

（１）投資有価証券 … …
その他有価証券 6,450 6,450 ―

（２）長期借入金 （40,190） （40,147） （43）
（３）デリバティブ取引 （16） （16） ―
※負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注１）… …有価証券に関する事項
… その他有価証券
… 　その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は56百万円であり、売却損の合計額は17百万円であります。
… デリバティブ
… 　デリバティブ取引によって生じた正味の債権、債務は純額で表示しております。
（注２）… …市場価格のない株式等
… 　非上場株式（連結貸借対照表計上額615百万円）は「（1）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して
おります。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接的又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ
ルの内、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）その他有価証券
…上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、レベル１の時価
に分類しております。
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（2）長期借入金
…元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、
レベル２の時価に分類しております。

（3）デリバティブ取引
…為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている受取手形及び売掛金と一体として処理されているた
め、その時価は当該受取手形及び売掛金の時価に含めて記載しております。
…外貨建予定取引の時価については取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価
に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項
当社及び一部の子会社では、愛媛県、熊本県その他の地域において、賃貸用の事務所や土地等を所有しておりま
す。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は86百万円（賃貸収益は売上高又は営業外収益
に、主な賃貸費用は営業費用又は営業外費用に計上）、固定資産売却益は15百万円、固定資産除売却損は10百万
円、減損損失68百万円であります。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項
連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の

時価
（百万円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

2,512 100 2,613 2,449
（注１）… …連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。
（注２）… …当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は事業用資産から賃貸等不動産への振替（221百万円）であり、主な減少額は、売廃却

（33百万円）、減損損失（68百万円）であります。
（注３）… …当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを

含む。）であります。
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収益認識に関する注記
1．収益の分解情報

農業関連事業（百万円）
主たる地域市場
日本 113,011
北米 14,298
欧州 33,262
アジア 8,139
その他 1,156

計 169,867
主要な財またはサービス
整地用機械 61,485
栽培用機械 9,063
収穫調製用機械 17,099
作業機・補修用部品・修理収入 48,904
その他農業関連 33,314

計 169,867
顧客との契約から生じる収益 169,867
その他 48
外部顧客への売上高 169,916

２．収益を理解するための基礎となる情報
「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等（5）重要な収益及び費用の計上基準」に
記載のとおりであります。

3．当期及び翌期以降の収益を理解するための情報
（1）残存履行義務に配分した取引価格

…当社及び連結子会社では、当初に予想される契約期間が1年を超える重要な契約がないため、実務上の便法
を適用し、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 3,065円… 5銭
１株当たり当期純利益 1円28銭
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重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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【 計 算 書 類 】
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株　主　資　本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計

その他
利益剰余金利益剰余金

合計繰越
利益剰余金

当 期 首 残 高 23,344 11,554 2,119 13,674 3,049 3,049 △     591 39,476
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △… … …686 △… … …686 △… … …686
当 期 純 利 益 937 937 937
自 己 株 式 の 取 得 △… … …… … 0 △… … …… … 0
自 己 株 式 の 処 分 1 1
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 251 251 0 252
当 期 末 残 高 23,344 11,554 2,119 13,674 3,301 3,301 △     590 39,729

評価・換算差額等
新株
予約権

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

当 期 首 残 高 493 7,174 7,668 12 47,157
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △… … …686
当 期 純 利 益 937
自 己 株 式 の 取 得 △… … …… … 0
自 己 株 式 の 処 分 1
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（ 純 額 ） 1,009 ― 1,009 ― 1,009

当 期 変 動 額 合 計 1,009 ― 1,009 ― 1,262
当 期 末 残 高 1,502 7,174 8,677 12 48,419

株主資本等変動計算書（2023年1月1日から2023年12月31日まで）  （単位：百万円）
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法
（１）満期保有目的の債券・・・・・・・・償却原価法
(２）子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法
（３）その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの・・・決算末日の市場価格等に基づく時価法
… （…評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定）
・市場価格のない株式等・・・・・・・・移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法
デリバティブ・・・・・・・・・・・・時価法

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法
（１）製品・販売用部品・・・・・・・・・総平均法による原価法

… （…貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
(２）原材料・貯蔵品・・・・・・・・・・移動平均法による原価法

… （…貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
４．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（３）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法を採用しております。

５．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）投資損失引当金
関係会社等への投資に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し必要額を計上しております。

（３）賞与引当金
従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。
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（４）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して
おります。数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により按分
した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。過去勤務費用については、その発生時の従業
員の平均残存勤務期間の年数による定額法により費用処理しております。
又、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の貸借対照表における取扱いが連結貸借対
照表と異なります。

（5）役員株式給付引当金
役員に対する信託を用いた業績連動型株式報酬制度に基づく負担見込額を計上しております。

６．収益及び費用の計上基準
…当社の主要な事業である農業関連事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収
益を認識する通常の時点）は以下のとおりです。

（１）商品及び製品の販売及び修理サービス等
農業用機械等の販売及び修理サービス等の提供においては、顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した時点で
履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。
なお、商品及び製品の国内販売において、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期
間が通常の期間である場合には代替的な取扱いを適用し、出荷時に収益を認識しております。
また、商品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する商品と交
換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。

（２）工事契約
工事契約等の請負業務においては、期間がごく短い場合を除き、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判
断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、期末日における見積総
原価に対する実際原価の割合によるインプット法に基づいて行っております。

7．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
（2）ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処
理を行っております。
②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ　ッ　ジ　手　段 ヘ　ッ　ジ　対　象
為替予約取引 外貨建金銭債権債務
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③ヘッジ方針
為替変動リスクをヘッジする為に、為替予約取引を行っております。

（3）グループ通算制度の適用
グループ通算制度を適用しております。

会計方針の変更に関する注記
1．時価の算定に関する会計基準の適用指針
…「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年6月17日。以下「時価算定
会計基準適用指針」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定基準適用指針第27-2項に定める経過的
な取り扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしており
ます。なお、計算書類に与える影響はありません。

表示方法の変更に関する注記
1．損益計算書
…前事業年度において営業外費用の「その他」に含めておりました「シンジケートローン手数料」（前事業年度127百
万円）については、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記しております。

会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産… … … …26,626百万円
無形固定資産… … … … …1,433百万円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に記載している内容と同一であるため、記載を省略しております。

２．繰延税金資産の回収可能性
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金負債… 136百万円
（相殺前の繰延税金資産　669百万円、相殺前の繰延税金負債　805百万円）

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に記載している内容と同一であるため、記載を省略しております。

追加情報
（取締役及び執行役員に対する株式報酬制度）
　連結注記表に記載している内容と同一であるため、記載を省略しております。
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（法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理）
　当社は、当事業年度から、グループ通算制度を適用しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計
処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年8月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計
処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産減価償却累計額 49,317百万円
２．保 証 債 務 17,692百万円
３．関係会社に対する金銭債権債務
短 期 金 銭 債 権 39,598百万円
長 期 金 銭 債 権 2,229百万円
短 期 金 銭 債 務 23,587百万円

４．事 業 用 土 地 の 再 評 価
当社において、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（2001年３月31日公布法律第19号）に基づき、
事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部（固
定負債）に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　・再評価の方法・・・・・・・・…土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令…第119号）第２

条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出
　・再評価を行った年月日　・・・2001年３月31日
　・再評価を行った土地の期末時価と再評価後の帳簿価額との差額
… △4,871百万円

５．期 末 日 満 期 手 形 等
期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が期末残高に含まれております。
受 取 手 形 1百万円
支 払 手 形 93百万円
電 子 記 録 債 務 628百万円
その他（設備関係支払手形） 1百万円
その他（営業外電子記録債務） 64百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売 上 高 68,433百万円
仕 入 高 68,656百万円
営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 8,954百万円
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株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

当事業年度
期首の株式数（株）

当事業年度
増加株式数（株）

当事業年度
減少株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

普 通 株 式 368,346 413 1,100 367,659

（注）……自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによるものであります。自己株式の株式数の減少は、役員向け株式交付信託による自
社の株式の交付による減少であります。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（ 繰 延 税 金 資 産 ）
棚卸資産評価損 47百万円
減損損失 1,088百万円
関係会社株式評価損 3,495百万円
子会社株式 679百万円
貸倒引当金 3百万円
投資損失引当金 220百万円
賞与引当金 31百万円
退職給付引当金 206百万円
資産除去債務 175百万円
繰越欠損金 211百万円
その他 253百万円
繰 延 税 金 資 産 … 小 計 6,414百万円
評価性引当額 △5,744百万円
繰 延 税 金 資 産 … 合 計 669百万円

（ 繰 延 税 金 負 債 ）
その他有価証券評価差額 655百万円
その他 150百万円
繰 延 税 金 負 債 … 合 計 805百万円
繰 延 税 金 負 債 … 純 額 136百万円
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関連当事者との取引に関する注記
１．子会社及び関連会社等  （単位：百万円）

会社の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者との
関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

㈱ヰセキ北海道 直接　100.0％ 当社製品の販売
役員の兼任 製品等の販売 注2 9,324 売掛金 注1 3,404

㈱ヰセキ東北 直接　100.0％ 当社製品の販売
役員の兼任 製品等の販売 注2 7,151 売掛金 注1 2,515

㈱ヰセキ関東
甲信越 直接　100.0％ 当社製品の販売

役員の兼任 製品等の販売 注2 10,260 売掛金 注1 4,557

㈱ヰセキ関西中部 直接　100.0％ 当社製品の販売
役員の兼任 製品等の販売 注2 7,966 売掛金 注1 3,389

㈱ヰセキ中四国 直接　100.0％ 当社製品の販売
役員の兼任 製品等の販売 注2 6,453 売掛金 注1 3,472

㈱ヰセキ九州 直接　100.0％ 当社製品の販売
役員の兼任

製品等の販売
資金貸付

注2
注4

4,797
1,500

売掛金
短期貸付金

注2
注4

2,035
3,816

㈱井関松山製造所 直接　100.0％ 当社製品の製造
役員の兼任

製品等の仕入

資金貸付
土地、建物等の賃貸
システム使用料
債務保証

注3

注4
注5
注6
注7

31,581

12,380
611
122
1,658

電子記録債権
支払手形
買掛金
電子記録債務
短期貸付金
その他流動資産

―

注1
注1
注1
注1
注4
注1

1,503
237
2,624
11,147
1,830
15

―

㈱井関熊本製造所 直接　100.0％ 当社製品の製造
役員の兼任

製品等の仕入

資金貸付
土地、建物等の賃貸

注3

注4
注5

9,096

3,300
192

支払手形
買掛金
電子記録債務
短期貸付金
その他流動資産

注1
注1
注1
注4
注1

237
786
2,496
610
23

㈱井関新潟製造所 直接　100.0％ 当社製品の製造
役員の兼任

製品等の仕入

資金貸付

注3

注4

5,849

3,800

電子記録債務
買掛金

―

注1
注1

1,722
261
―

㈱井関重信製作所 間接　100.0％ 当社製品の製造
役員の兼任 資金貸付 注4 2,750 短期貸付金 注4 1,610

ISEKI…France…S.A.S 直接　100.0％ 当社製品の販売
役員の兼任

製品等の販売
債務保証

注2
注7

7,010
2,261

売掛金
―

3,007
―

PT.ISEKI…
INDONESIA 直接　95.0％ 当社製品の製造

役員の兼任
製品等の仕入

債務保証

注3

注7

13,336

6,375

売掛金
買掛金

―

1,792
936
―
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会社の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者との
関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

IST…Farm…
Machinery…
CO.,Ltd.

直接　100.0％ 当社製品の販売
役員の兼任 債務保証 注7 1,875 ― ―

Iseki-
Maschinen…GmbH 直接　40.0％ 当社製品の販売

役員の兼任 製品等の販売 注2 3,280 売掛金受取手形
注1
注1

1
1,530

東日本農機具
協同組合 間接　36.4％ 当社製品の販売

役員の兼任 債務保証 注7 2,142 ― ―

西日本農機具
協同組合 間接　11.1％ 当社製品の販売

役員の兼任 債務保証 注7 1,333 ― ―

（注）…１　取引金額には消費税は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
… ２　…当社製品等を販売しており、取引条件については市場価格、総原価を勘案して、希望価格を提示し、価格交渉の上、決定しておりま

す。
… ３　当社製品の生産委託を行っており、取引条件については、総原価と一定の利益を勘案し、価格交渉の上、決定しております。
… ４　運転資金の貸付を行っており、金利については市場金利を勘案し、決定しております。
… ５　工場の土地、建物等の賃貸を行っており、賃貸料については、近隣の相場等を勘案し、価格交渉の上、決定しております。
… ６　一部のシステムを当社と共同で使用しており、使用料については使用割合を勘案し、価格交渉の上、決定しております。
… ７　銀行借入等に対して当社が債務保証を行っております。

収益認識に関する注記
１．収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針に係る事項に関する注記　６．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 2,140円27銭
１株当たり当期純利益 41円47銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

その他の注記
金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  （単位：百万円）
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